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立地紛争と地域政策に関する政治地理的考察

—スウェーデンの放射性廃棄物管理を事例に一

斎藤 潔

I はじめに

II スウェーデンの政策決定スタイルと原

子力政策・放射性廃棄物管理

m スウェーデンの政府間関係と地域政策

I はじめに

多くの国々で，危険な廃棄物の処理が公共事業

計画や政府の政策決定の対象になることが多く

なってきている。しかしながら，この問題になる

と，廃食物処理施設の立地する地域住民ー政府，

もしくは中央ー地方政府間の対立のなかで，多く

は政策形成と，その適合を妨げてきた政策実行と

の調和に失敗している （Solomon, 1988; Solo-

mon and Shelley, 1988; Lake and Johns, 1990)。

こうして牛まれる立地紛争の構図において，そ

のF．役は地域を係争の場とする運動にある。それ

ゆえ， 立地紛争は地域空間における政治的闘争の

ー形態としてとらえられるべきで，そこから何を

読みとるのかという問題は極めて政治地理的な問

題と認識できる。なぜなら，国政レベルにせよ地

方政治レベルにせよ，地域を出発点とした政治運

動が展開されるなかで，良かれ悪しかれ中央政府

は，只体的な政策として地域問題を取り上げざる

を得ないからである。

さて，本稿で貝体的な検討を行うのは，ス

ウェーデンにおける放射性廃棄物処理施設の立地

紛争として典型的な Kynnefjallの事例である。

ここでは住民が 10年以卜.にもわたり，＼y.地調査

のための試掘計画に対して反対運動を展開してい

る。スウェーデンは，最近の多くの研究結果から

再えるように (Heclo and Madsen, 1987; 

Milner, 1989; Tilton, 1989;岡沢・奥島， 1994),

IV Kynnefjallのケーススタディー

1 地域を巡る政治的闘争

2 立地紛争と NIMBY

V まとめ

その政策決定スタイルの特徴は，様々な利害間に

おける調和の取れた関係の頂視直接的対立の回

避，合意の探求にある。にもかかわらず，放射性

廃棄物処理施設の立地に関する政策決定におい

て， この国ほど激しい政治的対立を起こしてきた

国はない (Berkhout,1991 p. 93)。

本稿において屯者は，立地紛争を地域空間にお

ける政治的闘争の一形態として理解するために，

スウェーデンの環境政策と政治の幅広い惜況のな

かでこの問題の場所を明確にすることに注意を払

いながら論を進めていくこととする。

従って，以下，第一にスウェーデンの一般的な

政策決定スタイルの特徴と，原子力政策を推進す

る政府機l紺のネットワークについて検討する。第

ニに， このような関係において，スウェーデンの

政治ヽンステムのなかで地方政府が果たしている

「二屯の役割」に注目し，地方政府と放射性廃棄物

管狸との関係について検討する。これについて

は，先ずHesseによる先進 20ケ国の地方自治制

度の比較類型研究を挙げなければならない。

Hesseは，過去卜年の間に地方政府は，中央の政

策の単なる執行者ではなく，政治性を持っn治的
な政策形成 ・政策執行の度合いを高めてきている

と述べている (Hesse,1990)。また，伝統的に地域

政策に関する研究が祖栢されているイギリスにお

いて，政治地理学の立場から，国民国家内部の中

央ー地力という文脈から派生する概念として地方

国家 (localstate)を用い，それが単に国家 (cen-

tral state)の政策を実行する道具であるだけでは
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なく，地域の民主主義を代表し，その道具として

利用されるという性質を，道具主義的理論により

明確に概念化しようとする研究が行われている

(Duncan and Goodwin, 1982; 1988:テイラー，

1992 p. 384)。第三に，上記を考慮した上で Kyn-

nefjal]における放射性廃棄物処理施設の立地紛

争について，主役である地域を係争の場とする運

動の分析を行う。ここでは，立地に反対する運動

を，地域エゴ的な反応， NIMBY(Not-in-my-

backyard:自分の近所だけは困る）シンドロ ーム

と解釈すべきなのか，それとも，合理的かつ社会

的公正に基づく計画とするため，全体の船祉に建

設的貢献をしようとする運動と解釈できるのかと

いう基本的な疑問に立ち返ることとする。

最後に，本稿で得られた知見をまとめるととも

に，立地紛争について，地域空間における政治的

闘争の一形態として理解することの意味について

言及する。

II スウェーデンの政党政治と原子力政

策・放射性廃棄物管理

スウェーデンの政策決定スタイルの特徴は，前

述のように，様々な利害間における調和の取れた

関係の重視直接的対立の回避，合意の探求にあ

る。これを生みだした議会の政党政治の特徴は，

伝統的に穏健な多党制を実践し，第一に，長期の

社会民主労働党（以下，社民党）政権下で，コン

センサスポリティクスのメカニズムが構築され，

政党間政策距離が短縮されたこと。第二に，国内

の政治空間に二頂の競合空間，いわゆるプロック

ポリティクスを定着させたことである。一つは

「社会主義プロック」対「プルジョワプロック」の

競合空間。社民党と左党が社会主義プロック，穏

健統一党（以下，穏健党），中央党，国民党がプル

ジョワプロック を構成してきた。もう一つは，プ

ルジョワプロック内部に存在する競合空間で，国

民党，中央党で構成される「中間 ・プルジョワ政

党」対穏健党他で構成される「保守政党」である。

一般に多党制は多数議席を獲得する政党がなく必

然的に連立政権を要求し，その結果，政局不安定

表 1 スウェーデンの原子力発屯開発 (SKB,1989) 

原子力発電所名 認可出力(MWe) 運転開始年

Oskarshamn 1 BWR 440 1972 

Oskarshamn 2 BWR 610 1974 

Oskarshamn 3 BWR 1140 1985 

Barseback l BWR 600 1975 

Barseback 2 BWR 600 1977 

Ringhals I BWR 750 1976 

Ringhals 2 PWR 800 1975 

Ringhals 3 PWR 920 1981 

Ringhals 4 PWR 920 1983 

Forsmark 1 BWR 970 1980 

Forsmark 2 BWR 970 1981 

Forsmark 3 BWR 1150 1985 

に陥りやすいと見られているが，社民党が長期政

権時代に染入した先進的改革政策の多くは，プ

ロックポリティクス構造を巧みに利用した成果で

あった。

一方で，原子力発屯の問題はスウェ ーデンの政

党政治に特異な影密を及ぼしてきた。スウェーデ

ンは，水力や木材によるバイオマス以外にエネル

ギー資源を持たず，化石燃料は全て輸入に頼って

いる。特に，石油への依存を減らすという観点か

ら原子力発電計画が進められ， 1972年には第 1基

目の原子炉が稼働した。現在は， 3基づつ 4サイ

トに分かれて全 12基が稼働しており，国内で必

要な電力の約 50％が設備容鼠 9,840MWeの原子

力発電によって賄われている（表 l)。

スウェーデンの原子力政策の歴史は 3つの期間

に分けられる。それらを「第一期：楽観期」，「第

二期： 批判期」，そして「第三期：思慮期」として

見ることができる。第一期の 1945-1972年は，社

民党政権下で，原子力発電は社会が必要とするエ

ネルギー問題を解決すると率直に期待されてい

た。 1973-1980年の第二期は，スウェーデン議会

での原子力発電に対する初の批判的質問から始

まった。 1976年選挙で 44年ぶりに社民党政権を

倒したプルジョワプロックは，野党第一党である

中央党のフェルディンを首班に三党（中央党，国

民党，穏健党）連立政権を樹立した。中央党は，

70 年代の争点を環境保護問題に求め，反 • 原子力
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こうして，原子力発電の問題は 1980年 3月に国

民投票の対象となり，その結果は「2010年までに

現在稼働中の原子力発電所を廃止する」というド

ラスティックなもので世界の世論に大きな影密を

与えた。この国民投票は，同時に政治的論争の転

換点ともいえる。現在まで続いている第三期の間

図1 スウェーデン政党の戦略位四(Torbjiirn,1993) 

に再び社民党が政権に復帰し，コンセンサスポリ

ティクスのメカニズムの下，原子力発電の議論

は，深刻な電力不足，環境制約からの化石燃料に

よるエネルギー開発抑制の実施を受け，現実路

線つまり 2010年以降もその運転を継続すると

いう方向に変化しつつある。

で政権を獲得したが，結果として原子力発宙の問

題を巡って閣内不統一に陥りこの連立政権は二年

後に崩壊した。各党の戦略位誼は，医 lの通りで

ある。コンセンサスポリティクスの定着した国で

は，単一争点主義は妥協の余地が小さく，政権形

成が極めて困難であることが改めて立証された。

以上の状況を表 2に示した。スウェーデンの複

雑な政治的背景と原子力政策・放射性廃棄物管理

の歴史をまとめたものである。

放射性廃棄物管理は，今日では，原子力発屯の

存続を脅かす「アキレス腱」となり (Blowers,

1991 p. 1)， 原子カエネルギーを利用している国

表 2 スウェーデンの政権と原子力開発 ・放射性廃棄物管理に関する菫要事項 1972-1991 

政権担当期間 党派（与党議席数／占有率） 原子力開発 ・放射性廃棄物管理に関する直要市項

1972 :議会における初の原子力発屯に関する反対阿問1970-73 社民党 (163/46.6%) 

1972 : The Swedish Nuclear Fuel and Waste Company 

(SKB)設立

1973-76 社民党 (156/44.6%) 1973-74 :石油危機

1973-75 :中央党による反•原子カキャンペーン

1976-79 中央党＋国民党＋穏健党 1977: SKBによる放射性廃菜物処理施設用地試掘調査開始

(86+39+ 55=-= 180/51. 6%) 

Oct. 1978 :国民党 ・少数政権

(39/11. 2%) 

1979-82 中央党＋国民党十穏健党 Mar. 1980 :第4回国民投票／原子力開発問題

(64+38+73=175/50.1%) Apr. 1980:'Save Kynnefjall'活動開始

May. 1981 :中央党＋国民党 ・少数

政権 (64+38= 102/29.2%) 

1982-85 社民党 (166/47.6%) 1984：原子力事業法一部改正（放射性廃菜物行理条項追加）

1985-88 社民党 (159/45.6%) 1985：原子力発電開発計画終r(12基運転）

1988-91 社民党 (156/44.7%)

Apr. 1986 : Chernobyl事故 ／議会が原子力発軍の早期廃．I卜を

決定

Sep. 1989 : SKBによる放射性廃棄物管理研究開発計画の提示

Jul. 1990 : The New Planning and Building Act.発効／地方

政府の拒否権制限

1991ー 穏健党十国民党＋中央党＋キ教民社 May. 1991 :議会が原子力発屯の早期廃止決議をキャンセル

党 (80+33+31+26=170/48.7) Feb. 1992:社民党がSwedishBoard for Spent Nuclear Fuel 

(SKN)の解体を要求
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では最も議論を呼ぶ問題である。その完全な解決

策は，放射能が許容レベルになるまで環境から隔

離し，廃棄物全体を完全にコントロールすること

である。従って，国が迎えばそこで形成される管

理政策は異なり，各々の地理，歴史，政治及び制

度上の背景によって左右される。スウェーデンで

は，原子力発電所から出る使用済燃料は放射性廃

棄物として自国内で匝接処分しなければならな

い。一方， フランス，日本等では，使用済燃料の

再処理（原子燃料リサイクル）により準国産エネ

ルギー資源としてのプルトニウム利用を胡本とし

ている。

原子力市業法 (TheNuclear Activities Act.) 

(SFS No. 3, 1984)は，放射性廃束物の安全な管理

と処狸に関して，原子力発電所の所有者が丘任を

負うことを明確に規定している。そこで，原子力

発屯所を所有する 4つの電気事業者は， 1984年に

核燃料廃棄物管理会社 (SKB:Swedish Nuclear 

Fuel and Waste Management Company)を設

立した。放射性廃棄物の管理は SKBが行うが，

娘終的な貢任を持つのはスウェーデン政府であ

り， 3つの機関 (SKN:National Board for Spent 

Nuclear Fuel; SKI: Nuclear Power Inspector-

ate; SSI: National Institute for Radiation Pro-

tection)が各々の役割に沿って SKBの研究は，

図2

声

スウェーデンの原子力行政・開発体制と放射性

廃棄物管理

放射性廃免物問題が理論的に解決可能であること

を明確にするため上学的防護方法に市点を置いて

いる。最新の研究計画 (SKB,1989)には用地決定

のスケジュールが提示されていたが，用地選択は

政府の承認が必要である。 1990年に SKNが実施

した SKBの 1989年計画の評価では，用地選定は

国会の意向に従うべきとして批判され，内閣は

SKNの見解を共有1 した。これにより， SKBは艮l

連の政府機関，国，地方政府に対して，選定作業

の情報伝逹を義務付けられ (SKB,1991)，この計

画は中止されることとなった。

図2に放射性廃菜物管即に関する屯氣弔業者と

政府機閾の間のネットワークについて示す。

m スウェーデンの政府間関係と地域政策

先に，スウェーデンの政策決定スタイルの特徴

について述べた。放射性廃棄物管理の場合も，政

府機閲と屯氣市業者との間で且任の分割に合意す

ることにより，前述した政策実行のシステムが反

映されている。

スウェーデンの環境立法は，民法の市視に特徴

がある。つまり，個人の権利は広い範圃に及ぶべ

きであり， これはさまざまな公共事業体によって

代表される (Westerlund,1990 p. 128)。原子力市

業法の立法はこの例にならっており，独1'J．した第

3者的規制団体が国民の権利を代表し， これを保

証する。しかし，将来，放射性廃食物処狸施設の

立地点の最終選定となれば，地方政府を無視する

ことはできない。

スウェーデンの地力政府にはコミューンと県コ

ミューンの二種類があり (1992年現在286のコ

ミューンと 23の県コミューンが存在）， これが地

方門治の屈本単位となっている。そして，複数の

コミューンが一つの県コミューンを構成してい

る。県コミューンの管轄領域は，国家行政の地理

区分である 24の県 (Ian)のそれと菫な っている。

県は，国家行政の下部機構であり，県行政は地ガ

段階での国政ということになる。このように，地

理的範囲を異にする国，県コミューン，コミュー

ンという三層の政府が存在し，それぞれがその筈
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図3 各レベルの政府の管轄領域 (CLAIR,1992) 

轄領域に応じて，異なった種類の公的任務を遂行

するという機能的分業のl紺係（図3) にある（岡

沢 ・奥島， 1994;CLAIR, 1992)。
スウェーデンの地方自治の伝統は，憲法上の地

方自治保節の下に，比較的高度な政策形成上のn
治権と財政上の独立性を有しており， いわゆる顧

客志向の幅祉国家機能を有する。従って，地方の

民主t義それ自体が菫要な役割を果たし，地方政
府は概括的職務権限を持つに至り， 自身の管轄領

域に関しては，広い範囲の選択の自由を持ってい

る (Elanderand Montine, 1990)。

これを実証する典地的な例が'_[業施設の立地

に対して，地方政府の拒否権をも内包する The

planning and Building Act. (SFS No. 12, 1987) 

に見られる。これは， 地方政府が当該地域に対す

る開発内容を，特に良好な住環境を確立するとい

う観点から詳細に規定し，地域計画 (regional

plan)として決定するというもので，それゆえに

特定の大規模かつ環境汚染が懸念される施設の立

地は，事実上地方政府の同意なしには不可能であ

る。

しかし，1985年にパルメ ・社民党政権は，議会

に対して ThePlanning and Building Act.の改

正と， 「国内に立地させることが必要で， 国家に

とって頂要な意味を持つ」施設に関しては，地方

政府の拒否権の制限を提案した (Governmental

Bill No. 3, 1985)。SKNも，無制限な地方政府の

拒否権により放射性廃棄物処理施設の立地が不可

能になりかねないと主張した。結果的に，議会は

内閣の提案に従った決定を行い， 1990年に The

New Planning and Building Act.を発効した

(SOU No. 105, 1990 p. 2)。議会における決議の意

図は，拒否権規制によるエネルギー供給の安定保

証，国内で作られる危険な廃菜物，例えば放射性

廃菜物を処理する国家の丘任にあった。こうした

一連の動きは， 少数政府 (minolity govern-

ment)として議会内で過半数を占めることのな

い社民党政権が，前述したフェルディン・中央党

政権の原子力問題を巡る政権運営の行き詰まりを

経験則として，顕在化していた放射性廃棄物管理

の問題を現実路線に転換させ， コンセンサスポリ

ティクスの下に政策決定を図ろうとしたことを示

す例でもある。

結果的に，社民党政権は，スウェーデンにおけ

る地方自治の伝統に逆行するような政策実行の決

断を下した訳であるが，このことに象徴されるよ

うに，中央ー地力政府間において， 中央政府がn
身の目的を明確に主張するには， これまで伝統的

に地方政府に帰限してきた管轄領域或いは政策空

間 (policy space) の侵食により可能であり

(Downs, 1967)， この場合議会による決議とい

う正式な手続きを踏まえて中央ー地方政府間の管

轄領域の再編を行おうとするものである。

スウェーデンにおいて，中央ー地方政府間の符

轄領域を巡る再編の問題は， 70年代の環境からの

挑戦に対応して今後も果てしなく続くであろうこ

とが示唆されるが，中央政府による地方政府の管

轄領域の侵食は，地方自治の政党政治化が一つの

前提となっている。つまり，中央のプロックポリ

ティクスが地方にも浸透し，地方政府議会（県コ

ミューン議会，コミューン議会）の場に反映され，

直接民主性的色彩が希薄になると同時に地方の問

題は中央の政治に包含されるからである。図4

は，スウェーデンにおけるプロックボリティクス

の地理を示したものであるが，北部の鉱工業地区

では社会主義プロックが地方政府の組織化に成功
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社会主義勢力が有勢

一社会民主労慟党と共産党、

竺護勢力が優勢 1I冒11111~
撞力の均衡．． 

砂゚

図4 スウェーデンの政治地図 (Heclo & Madsen, 

1987) 

しており，南部や西部の農業 ・軽工業地域では同

様にプルジョワプロック， 首都Stockholm や

Uppsala Ianといった大都市域では両プロック権

力が均衡している，といったように権力の境界が

明瞭になっている。つまり，中央のプロックポリ

ティクスの地方政府への浸透により，勢力分布の

固定化が進み，益々，地方自治の活力が失われて

いくであろうことが読み取れる。

IV Kynnefjallのケーススタディー

1 地域を巡る政治的闘争

放射性廃棄物処理施設の立地にあたっては，立

地点の深地層内部に達する試掘調査の実施が必要

である。ス ウェーデンでは，最初にこの試掘調査

が行われた 1977年以降，現在まで 14筒所で試掘

調杏が行われている（図 5)。

ここでは，放射性廃棄物処理施設を巡る立地紛

争として典型的な Kynnefjallのケースを分析す

る。 KynnefjallはGoteborgsoch Bohus県の東

北部の Tanumコミュー ンの管轄領域内に位置し

ている。 Goteborgsoch Bohus県コミュ ーン，

Tanum コミューンといったこの地域の地方政府

は， 伝統的に反 • 原子力を政策の柱としてきた中

央党によって議会と委員会の多数が占められてい

|，る。

1978年，当時の政府の放射性廃棄物管理政策に

よって， Kynnefjallの主要岩石を調杏する意向

であることが発表された ことを受けて，地元

Tanumコミューン議会は， すぐに The plan-

ning and Building Act.によりこの計画に関する

拒否権の行使を決定し，これに呼応するように，

Kynnefjallへの放射性廃食物処理施設の 1'f』地に

反対する運動グループ Save Kynnefjallが結成

された。

■概査地点

・精査地点

図5 スウェーデンにおける放射性廃棄物処理施設立

地調査点 (SKB,1989) 
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スウェーデンにおいて，放射性廃免物処理施設

の立地に反対している地域のグループは， 70年代

の初期からこの国の社会を席捲した草の根環境運

動のグループである。多くの活動グループや地方

政党が現れ，驚くほどの支持率を獲樽した。これ

らの一時的な政治組織 (Temporaly political 

organization)は， 1981年に結成された緑の党

(Green party) が成長する場となっただけでな

く，多くの新しい永続的体制を前提とした環境運

動が育つ場となった。 SaveKynnefjallもそうし

た草の根環境運動グループの一つとして，地域を

係争の場としてきた運動である。そして， この運

動の特徴は，地域空間における政治的闘争の一形

態として，前述した地方政府の二甫の役割で説明

できる。SaveKynnefjallの前身は地元Tanum

コミューン議会の中央党の地方議旦 7名のサーク

ルである。その関係は，中央党を媒介として，地

方政府の政策決定に参加し， Tanumコミューン

議会がThePlanning and Building Act.をたて

に中央政府の計画に拒否権を行使するといった巾

央ー地方政府間の対立の構図を作ることとなっ

た。そして， Kynnefjallの地域社会をひどく脅か

すものとして経験された，国家と地域の対立とい

う事実を通じて，その自覚は地域の人々の帰属意

識と地方主義に対する意識を高めてきたと考えら

れ，結成から今日まで， ー貝して反対運動を展開

している。実際 Kynnefjallのケースは，世界的

にも，最も長く続いている反原子力運動の一つで

ある。

一方，原子力発電所の所有者の視点では，使用

済燃料を直接処分するスウェーデンの政策に重点

を筐いている。SKBは，地理的および地質的な基

準をもとに最適な立地点を選出する且任がある。

SKBの調査に対する反発はその目的を妨げ，反

対運動に対する解決法は， 一般社会に受け人れら

れるために，地域と国家レベルの両方で広範な情

報公開，広報活動を行う以外にはない。使用済燃

料の向接処分を実施する直任のある政府機I紺や原

子）j発屯所の所有者と地域の運動グループがこの

問題を議論しようとすると，そこでは “2つの

迎った文化が互いに向かい合い，互いに別の言葉

を話している”ということになる。

かくして，中央政府が，前述した通りこれまで

伝統的に地力政府に帰属してきた管轄領域の侵食

により，この立地紛争の解決を図るという決断を

下したことに端的に示されるように，裏返せば，

Kynnefjallのケースは， SaveKynnefjallが地方

政治のレベルに政党を媒介として参加すること

で，中央政府による行政権の拡大 ・官僚統制の強

化に対して，常に一定の制度的コントロールを与

えてきた地方自治とその合法性の堅持を政治的闘

争の支柱としていたと言える。従って，現代国家

で問題になっている，いわゆる 「上から」の権力

的統制に対して，地域を巡る政治的闘争は，確実

に国家の権力構造的性格を弱体化させていく大き

な政治的要索となっている点は注目に値する。

2 立地紛争と NIMBY

前述した通り， Kynnefjallのケースは地域を

巡る政治的闘争として理解するが， ここでは，放

射性廃免物処理施設の立地紛争を説明する最も一

般的な概念として用いられてきた NIMBYの考

え方が，従来言われていたような説得性を持つの

かどうかという基本的な疑問に立ち返り， Kyn-

nefjallのケースで分析を試みることとする。

NIMBYという言菓で表される概念は， その使

用頻度の割には定義されることがめったにない。

はっきりと定義されない代わりに，中央の決定や

計画に対する地域の否定的な反応として，暗示的

に定義されることが多い。そして， この反応は，

Mancur Olsonの著書「FreeRider Dilemma」
(Olson, 1965)でよく知られる集団行動の見方と

関連している。Olsonによると，集団行動の問題

点は，端的に言うとそれが個人各々の代伯と1剥連

しているが，集団として成果を上げるために全員

の参加を強要する点である。その結果， 一人の個

人が個人的にはそれに貢献しなくても，達成した

集団の成果を利用することができる。放射性廃食

物処理施設の立地決定の場合，その集団や地域社

会は工業国家の成果を享受しても，その生産のマ

イナスの産物に耐えることには全て反対すること

になる。
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SKBは機会あるごとに， Kynnefjal]の例をこ

うした典型的な NIMBYシンドロームであると

公言してきた。つまり， （i)中央政府には立地選

定の問題を解決する且任がある； （ii)国家的な利

益，公共の利益と国の見解とは同じである； （iii) 

地域の利益は特定の利益ではなく国家的利益であ

る，という前提のもとに， Kynnefjal]のケースを

地域エゴ的な反応として， NIMBYの考え方に説

得性を持たせようとしたのである。

しかしながら， Kynnefjall以外の地域のどこ

か lケ所ないし数ケ所が放射性廃棄物処理施設の

用地決定を受け入れれば，それで Kynnefjallは

この運命から救われると言えるのだろうか。実際

には， 1990年初頭，つま り議会が地方の拒否権の

問題で決断を下す時に， Save Kynnefjal]はス

ウェーデンの 286のコミューン全てに習簡を送

り，中央政府による地方政府の管轄領域の侵食に

ついて全国的な議論を巻き起こすために，それぞ

れ別々の地域での試掘調杏の計画に反対している

17地域の反対グループによる「WasteNetwork」

を結成することに成功し，その中心勢力とな っ

た。これにより， ー地域の問題は全国レベルの問

題と発展し，広い範囲で地方政府と住民の両方か

らの強力な支援を手に入れ， Kynnefjal]の試掘

計画の実行を阻止してきている。こうした事実に

照らし合わせてみても， Kynnefjallのケースは，

単に一地域の地域エゴとして解釈される問題では

なく，スウェーデンの政治システムにおける地方

自治の伝統とその合法性を巡る闘争と解釈でき

る。

一般的に，放射性廃棄物処理施設の立地紛争に

限らず，地域における反対運動を構成する要素

は，ひとつにまとまった複数の関心事であり，非

常に多様な目的や行動が，均ーな性格であるよう

に見えるその活動を構成している (Cohen,

1982)。その結果，地域エゴ的な部分は，程度の差

はあっても恐らくあらゆる反対運動の中に見い出

せるはずであり， Kynnefjal]の場合も同様であ

る。しかし，単純な NIMBYの説明では不卜分で

あり，放射性廃棄物処理施設を巡る立地紛争の問

題はむしろ，公共の利益の本四が何で，地域の領

域に対して誰が権力を持つのか， ということに1紺

係していると見るべきであり，その点，地域を巡

る政治的闘争として位箇付けられるべき問題であ

る。

V まとめ

本稿では，立地紛争について，地域空間におけ

る政治的闘争の一形態として理解するために，地

域を係争の場とする運動に着目し，スウェーデン

の政策決定スタイルと政府間関係並びに NIMBY

シンドロームとの関連で， この問題について検討

してきた。

その結果，明らかにできたことは次の点であ

る。

(1) 中央並びに地方政府の策定する政策に基づ

く計画の機能は，その明確な目標とともに範

囲・領域が設定される。従って，双方の政府

が策定する計画の機能は，それが行使される

地域空間の居住地図を形作り，変化させると

同時にその目標形成は社会 ・政治的状況との

関連が市要である。そして，計画目標の決定

過程は，その国の政治勢力の配岡状況に依存

する。

(2) 中央並びに地方政府は，基本的に相互依存

関係にあり，中央ー地方政府間の「縦の関係」

における権力の地域間分離 (arealdivision 

of powers)，中央政府，地方政府内部の各部

門間における 「横の関係」の樅力の機関間分

離 (capitaldivision of powers)という概念

により，その関係が形作られる。従って，双

方の政府の政策実行は，多くはその政策分野

で他の政府の協力を必要とし，逆にそれらの

政府の存在は無視できない。

(3) 中央並びに地方政府は，協力関係にある一

方で，相互に排他的な管轄領域を形成する。

しかし，一般的にはどの政府も共通の管轄領

域を形成することで，他の政府の管轄領域を

侵食できる。特に，中央政府は国家的な政策

目標と公共の利益を掲げることで，政策実行

の際に地方政府の管轄領域の侵食が可能であ
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る。これはその政策の正当性と説得力に係る

問題であるが，地方政府の政策の策定に大き

な影密を与える。また，地方政府による中央

政府の管轄領域の侵食もないことはない。こ

の傾向は，中央ー地方政府間の相互依存関係

の形態を変えてきているが，特に地ガ政府の

役割の拡大・性格の変化に負うところが大き

し9

゜
(4) 以上の結果， しばしば，中央並びに地方政

府の策定する政策に枯づく計画の機能は，中

央ー地方政府間及びその内部における政治闘

争を反映したものになる。従って，地域空間

における当事者間の合意に基づく政策形成

と，その適合達成により可能となる政策実行

との調和が失敗する場合は，政治闘争による

権カバランスが崩れた場合とも言える訳で，

立地紛争はその典型的な形態の一つである。

(5) 立地紛争は，用に地域エゴ的な反応である

NIMBYシンドロームの概念では卜分説明が

できない。この場合，立地紛争のt役である
地域を係争の場とする運動の性格，特徴をど

う評価するかに係わる問題である。それによ

り，この問題は，地域を巡る政治的瑚争とし

ての側面が大きいことを理解できるはずであ

る。

最後に，本稿では，立地紛争を極めて政治地理

的な問題として論を進め，行政的に制度化された

地域空間と住民，個人の日常生活において認識さ

れる地域空間との差異，行使される政策効果の画

一性と，要求される政策効果の多様性の矛盾が問

題の本四であると理解した。今後は，国家ー公共

に対する地域一個人という枠組みのなかで権力の

本質，空間と権力の問題を理解する必要があり，

これについてはさらに研究を進めることとした

し9

゜
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